
【導入】

12歳から何度か逮捕されてきたある少年
彼は、不良少年との繋がりを断てず、非行を繰り返していました。

「どうせまた同じことをする」

「社会に出てもお前はやっていけねえよ」

親も、取り調べをする大人も彼に向き合わず冷たい言葉を投げかけました

「お前らに俺の何がわかるんだよ」

少年の心もどんどん荒んでいきました。

そんな孤独な彼に唯一向き合ってくれたのが「付添人」

弁護士として少年の犯罪に向き合う付添人は

親との折り合いがわるいこと

孤独を埋めるため、不良少年たちと行動を共にすること、

そのせいで非行を繰り返してしまっていることを

少年との対話の中で聞き出し、

それらに対してアドバイスをしていきました。

対話の中で付添人を信頼するようになった少年は

「ちゃんとしないといけない」

と思うようになり、

付添人の手助けのもと不良少年との繋がりを断ち、

非行を繰り返すことはなくなりました。

このように、付添人は非行をしてしまった少年にとって、必要な存在。

しかし、ほとんどの少年事件において付添人はつけられていないのです！

本弁論では、付添人を取り巻く課題と、その解決について訴えます！！

【現状】

付添人とは、少年事件の審判の際、

少年の弁護をするとともに、審判後、彼らが罪を犯さないよう手助けをする人のことです。

付添人は、主に弁護士が務めており、少年たちが審判を受ける際に付けられることになります。

この付添人は少年に大きな影響を与えます。

まず、付添人は、少年との会話を通して、信頼関係の構築を目指します。

例えば、法的知識の浅い少年に、黙秘権をはじめとする権利の説明をするなど、うまく主張をす

ることが難しい少年に対して、繰り返し聞き取りを行います。

そして、審判の際に彼らの主張を代弁しながら弁護を行い、少年の納得いく審判が下されます。

こうすることで、少年が自身の置かれた状況や、犯した罪に向き合えるようになり、審判に納得が

いくようになります。



これらの過程を通して、自身の罪を見つめなおすことで、更生への意志が芽生えるようになるの

です。

専門家は、審判において、少年が自らの主張を十分に伝え、裁判官がそれを理解したうえで処分

が下されることは非常に重要であると指摘しています。

しかし、付添人が付いている少年事件の割合は非常に低いのが現状です。

昨年度、家庭裁判所が扱った少年事件全体のうち、付添人が選任された事件はわずか25％。
成人の刑事事件における弁護人の選任率が100％近くであることと比較すると、非常に低いこと
がわかります。　

それでは、成人事件と比べて選任率が低いのはなぜでしょうか。

それは、付添人を依頼するための費用が家庭で捻出できないからです。

実際に日本弁護士連合会は、「多くの少年やその保護者には、付添人の費用を負担する経済力

がなく、私的には付添人を選任できない場合が多いことを指摘しています。

そこで、裁判所が費用を負担し付添人を非行少年につけることができる制度があります。

これを、国選付添人制度といいます。

しかし、この国選付添人がつく割合も非常に低いのが現状です。

それでは、なぜ国選付添人の選任率は低いのでしょうか。

それは、現在、国選付添人のつく事件が限定的だからです。

具体的には、死刑や無期懲役、または3年以上の懲役に処されるなどの、重い罪を犯した場合に
限られているのです。

このように付添人がついていないと、様々な問題が生じてしまいます。

例えば、事件について正しい事実認定がなされない可能性があります。

実際に、ある少年は恐喝の疑いで逮捕され、１度目の審判で罪が認められてしまいました。

この時、彼には付添人が付いていませんでした。しかし審判後、少年についた付添人が再び調査

を行ったところ、恐喝の事実がないことが発覚したのです。

この調査を担当した付添人は、

「少年らは、その未熟さから、事実とは異なる供述をしやすい。付添人が関与しなければ、裁判官

だけで安易な事実認定が行われる可能性があると指摘しています。

このような事実認定の違いは、少年の更生に大きな影響を及ぼします。

実際に聞き取りをした弁護士によると、

少年時代に非行をしていた男性は、当時、付添人がついていなかったといいます。

審判の結果に納得ができないまま成人した彼は、再び事件を起こしてしまいました。

つまり、少年審判において、自らの罪を受け入れ反省するという経験を積めないことで、再び罪を

犯すことに繋がってしまうのです。

以上をまとめると、日本では罪を犯した少年を守るために付添人制度が存在します。

しかし、ほとんどの審判でこれは活用されていないのです。

そして、彼らは、頼れる大人もいないまま審判を受けることになります。



これにより、少年は自らの主張を十分に伝えられないため、適切な審判が行われていません。

その結果、少年は審判に納得できないまま、更生に向かうことができていないのです。

【問題点】

罪を背負って、生きていく

それが、非行少年たちが果たすべき義務

少年審判は、そんな彼らが自らの犯した過ちと向き合い、これからの人生を考える場です。

彼らが迎える審判の時、非行少年たちはあるべき裁きを受け、再び立ち上がるのです。

しかし、今のままでは、彼らが自らの思いを伝えることはできない。

孤独に闘う、そんな非行少年たちに、「寄り添う者」は、隣にいない...

未来ある彼らのためにも、この現状を、私は見過ごすことができません！！

【理念】

私の理想は、非行少年が納得して審判を受けられる社会の実現です。

そのためには、彼らの隣で手を差し伸べ、支えてくれる大人、つまり付添人の力が必要になりま

す。

そうすることで、彼らは審判を受け入れ、未来と向き合うことができるようになるのです。

【方向性・プラン】

それでは、この理念を達成するためには、どうすればよいのでしょうか。

付添人制度は事件を犯した少年が、再び犯罪者にならないためにできました。

しかし、対象事件が限定的であるため、少年事件全てに選任できないのです。

そこで私は、対象事件を全件に拡大することを提案します。

具体的には、付添人を私的に雇っていない少年に対して、国選付添人を付けることができるよう

にするのです。

実際に、福岡県ではこの制度が導入されています。

一つの事例をご紹介します。

シンナーを使用してしまった、ある少年。

当初、彼は少年院に送られる予定でした。

付添人は、なかなか少年との信頼関係を築けなかったものの、何度も対話を繰り返しました。

その結果、少年は自身の育った環境や、事件の詳細を打ち明けるようになったのです。

その後、審判を迎え、付添人が適切に主張をすることで、裁判官に反省の様子が伝わり、観察処

分となりました。



観察処分を受けた彼は、付添人の協力の下、就職先を見つけ、再犯をすることなく真面目に勤務

を続けることができています。

付添人の対象事件を全件に拡大することで、より多くの少年たちが付添人に支えられながら、立

ち直ることができるようになるのです。

【締め】

本弁論を作成するにあたって、

私は、現役の付添人である弁護士に、インタビューをしました。

付添人が審判中の少年へ耳を傾けることの必要性、

そして、少年と対等な目線で話すことの重要性を、

実感を持って、改めて知ることができました。

少年事件にとって、必要な付添人

彼らが少年に寄り添って初めて、

少年はあるべき裁きを受け、未来へ踏み出すことができるのです。

すべての非行少年たちが付添人に支えられる社会の実現を願って、本弁論を終了します。

ご清聴ありがとうございました。


